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　AHIは「誰もが尊重され健康に暮らせる
社会をめざして行動する人を育む」ことを
使命とし、活動する団体です。
　その道のりとして、2023～2025年度
の中期全体方針では、下記３つの重点方針
を定めました。

１、学び合うコミュニティをつくる
２、伝える・共有し一緒に考える
３、組織基盤を強化する

　2023年度はこれらの方針を進める試み
を行い、次にどうつなげるかを模索した1
年でした。2024年度はその試行錯誤と成
果・教訓を生かし、さらなる挑戦を展開し
ます。

■学び合うコミュニティ創出をめざして

　中期全体方針では、国際研修を、「学び
合うコミュニティ」の起点となる事業と位
置付けています。
　国際研修で研修生たちは、互いの経験か
ら学び合う参加型アプローチを学び、帰国
後、自らの現場で応用します。その実践か
ら得た経験や新たな課題について、元研修
生同士だけでなく、ともに活動する同僚や
地域住民などとも共有し学び合い、さらに
活動を進めて行きます。それぞれの形・内
容で、参加型を通した学び合いと実践がそ
こかしこで起こり、作用し合いながら、続
いていきます。
　このような動的なコミュニティを日本を
含むアジアで、AHIに連なるサポーターや
パートナーと一緒に、生み出していくこと
をAHIはめざしています。

　2023年度は、この動きを後押しする土
台づくりとして、元研修生同士の関係の耕
しに取り組みました。交信の内容やツール
を見直し、研修生間で共通する課題や関心
を発掘し、オンライン勉強会を随時開催し
ました。また、一昨年度、元研修生たちが
交わした議論が発端となり、インドの元研
修生たちとの現地協働事業を開始しました。

　これらから得られたのは、参加型の学び
合いの継続に意欲的な元研修生たちとのつ
ながりでした。2024年度は、この元研修
生たちをキーパーソンとして各事業を進め
連携させ、「学び合うコミュニティ」の展
開に弾みをつけることをねらいます。

　関係の耕しは、日本国内でも行いまし
た。研修生たちの現場と日本の地域課題は
共通のものとなりつつあります。それらに
対応する住民の取り組みについて、「あちら

（途上国）」と「こちら（日本）」を超えた学
び合いを生み出すため、日本の地域で活動
する人々との関係開拓に取り組みました。
　2024年度は、2023年度に行ったプロ
グラムの参加者や日本の加盟団体とのつな
がりを生かし、その方たちと国際研修生と
が、直接・間接的に学び合う機会をつくり
ます。

■サポーターとの関係を強め参加型の
　組織へ

　「学び合うコミュニティ」をめざす当法
人にとって、組織運営においても、その
ようなコミュニティづくりを実践すること
は、不可欠です。AHIのサポーターである
会員・ボランティア・国内プログラム参加
者の方々に、体験や対話を通して活動を伝
え共感や参画を得ることが、組織の成長に
つながると考えます。
　この原点に立ち返り、2023年度は、サ
ポーターとの関係を「結び直す」ため、
広報の内容や媒体、プロセスを見直しまし
た。新たな発信ツールを導入し情報共有を
活性化するとともに、「学び合うコミュニ
ティ」とその取り組みをサポーター自身が
サポーター目線で伝える機会、サポーター
とともに考え活動する機会を丁寧に持つこ
とに努めました。また、若い世代を対象と
した学び合い体験イベントや、関わりやす
い形態のボランティア活動等も行いました。
　2024年度も、この取り組みを進め、サ
ポーターとの関係のさらなる発展をめざし
ます。

AHIをご支援くださる皆様へ

　「中期全体方針」の初年度であった2023年度の事業報告と、2年目になる

2024年度の事業の重点的取り組みをお届けします。読んでいただくと、昨年

度の試みを一層充実させていこうとする意欲的な計画であることが、ご理解い

ただけるかと思います。例えば、昨年度の研修生を今年度の国際研修のコーディ

ネーターチームの一員としてお招きすることは、初の試みです。そしてこれは、

重点方針のひとつである「学び合うコミュニティをつくる」の一環として位置

付けられています。

　AHIの新たな挑戦をともにお楽しみいただければ幸いです。

公益財団法人　アジア保健研修所　理事長　斎藤　尚文

2023年度　国際研修の様子

中期全体方針1年目から2年目へ
事務局長　清 水  香 子
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一人ひとりが学び、実践し、その経験の共有から、さらに互いに学び合う
学び合うコミュニティをつくる

中期全体方針に基づく2023年度の活動

重点方針１

❶ちょい読みサロン：
　�計 6 回（6/16、6/30、7/14、10/6、11/17、
12/15、2024年3/4）参加者各回5～10名。

　2022年度に出版した『学ぶことは変わること

―自分と地域の力を引き出すアイディアブック』

（“Helping Health Workers Learn” 翻 訳 本）の

オンライン読書会。毎回参加者が関心ある章を

選び、テーマを発題して行った。

❷地域共生ワークショップ
＊ �「Let’s協力カードゲーム」ファシリテーター

研修
　（11/23 参加者9名　於AHI）
＊ �「地域の課題、誰と一緒にとりくむ？」ワーク

ショップ
　（12/16 参加者16名　於名古屋YWCA）

❸諸団体との連携：
　加盟：名古屋NGOセンター、障害分野NGO
連絡会、開発教育協会、カンボジア市民フォーラ
ム、公正な保健医療アクセスをすべての人に！連

絡会、名古屋キリスト教連絡会、他
賛同署名：ミャンマー、ガザ関連等（随時）

3年後の目標

　プログラムの形が完成する
2023年度の目標

　試験的プログラムが検証される。日本の地域活
動実践者との関係が発展する

３、学ぶ⇔変わるプログラム
（日本の地域活動実践者が学び合う
 コミュニティづくり）

例（22名）
　参加者は元研修生およびその同僚や現地パート
ナー、下記インド協働事業の研修の参加者など。

❷インド協働事業
　元研修生の所属団体Prayasとの協働により開
始した。勉強会での議論を発端に、元研修生が地
域の仲間とともに立案した。公的保健医療サービ
スの質やアクセスの格差が大きい北インドで、住
民自身がその是正にむけて政策提言力を向上させ
ていくことをねらう。AHIは、下記2023年度活
動への資金提供（約380万円）とともに、随時、
助言を行った。
＊若手NGOスタッフを対象に参加型研修：
　�2023年10月４日～10月14日　参加者14名　

ラジャスタン州
＊実践支援活：
　合同評価会（３月）および随時の相談・支援

❸�ニュースレターの発行（年1回）、ウェブサイト、
元研修生Facebook活性化：随時

　上記①②における元研修生たちの自発的な動き
を促すため、元研修生による活動報告、国際研修
および上記勉強会の参加報告等を掲載した。

❹�終了もしくは終了予定の協働事業フォローアッ
プ：随時

　各事業において状況を確認し、学び合うコミュ
ニティづくりに絡めた支援を行った。パキスタン
事業では、AHIとの協働終了後の計画立案につい
て、協働団体エイズ啓発協会がフィリピン元研修
生に相談する会を設定した（5/20）。

１、国際研修

　若者の意思決定への参加と若者自身による活動
を支える保健開発ワーカーを対象とした、合宿型・
参加型の研修を対面で開催した。
テーマ：変化をつくり出す次世代育成
日　程：2023年8月28日～9月24日
参加者：インド、スリランカ、パキスタン、バン
グラデシュの６団体より９名（2021年・22年度
国際研修〔オンライン開催〕の参加者７名および
その活動パートナー２名）
　研修生が、参加型の地域づくりを実践し続け、
学び合うコミュニティづくりを牽引する存在とな
るよう、従来以上に、研修生が主体的に関わり、
研修のオーナーシップを醸成する機会を持つこと
に努めた。その一つとして、来日前のオンライン
会合を８回持ち、議論を通して各自の課題と学び
のニーズを明確にした。またその課題に基づき、
研修生たち自身が、新たな２名の研修生を、活動
パートナーから選考した。研修後、研修生全員が、
その後のオンライン勉強会等に参加している。

3年後の目標

　学び合うコミュニティづくりを担う人が育つ
2023年度の目標

　研修生が研修後に学び合うコミュニティに参加
している

２、学び合うコミュニティづくり
3年後の目標

　元研修生が主体的に学び合う活動が複数継続し
ている
2023年度の目標

　研元研修生ネットワークが形成されるしている

❶情報共有・関係づくりのための
　オンライン勉強会（Chika-Chika）：
　計４回（4/19、7/1、 11/22、2024年3/6）
　テーマと内容（参加者数）：次世代育成（８名）、
元研修生が語る国際研修の体験（17名）、2023 
年国際研修生の研修報告（19名）、保健政策立案
における住民参加 インド・タミルナドゥ州の事

2024年度の重点的取り組み
とつながり、展開するよう後押しする。
❶�「健康の権利と公正」関連：
　インド協働事業の実施と、元研修生による
同テーマの勉強会等の開催。
❷実用的手法に関する勉強会：
　元研修生の現場の課題に応える実用的な手
法について学び議論する機会の提供。
❸次世代育成研究会：
　2021~23年度の国際研修生がキーパーソ
ンとなり、2025年度に国際ワークショップ
を開催することをめざす。

　下記３つの領域で進める。キーパーソンとな
る元研修生が中心となり、より多くの元研修生

　2023年度に培った、意欲的な元研修生およ
び日本の活動実践者とのつながりを生かし、よ
り主体的に学び合う人びとが集うコミュニティ
に向け、弾みをつけることをねらう。

日程：2024年８月26日～9月29日
テーマ：�住民エンパワメント～持続的でインク

ルーシブな地域づくりを目指して～
　2023年度の研修生1名をコーディネーター
チームに迎え、ともに研修を企画・運営する。
参加型の学び合いをつくりだす経験を重ねる機
会を提供し、その後の実践の継続につなげるこ
とをめざす。

１、国際研修

２、学び合うコミュニティづくり
　2023年度に開拓した日本の地域活動実践
者・団体の関心課題を掴み、プログラム化す
る。国際研修時に、研修生との交流セッショ
ンを開催する。

３、学ぶ⇔変わるプログラム

インド協働事業　研修風景
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ＡＨＩのビジョンに共感・賛同する人との関係を構築・継続し、強める
伝える・共有し一緒に考える重点方針 2

2024年度の重点的取り組み
国際研修の参加者との交流会：9月下旬に開
催予定。大学生を中心にボランティア、参加
をよびかける。
　AHIの理念や活動を広く知っていただくイ
ベントをあらためて検討し、来年度以降の基
盤を作る。

　各媒体の特性に応じて情報をふさわしい形で
発信する。

会報：年に２回発行（夏号、冬号）
　編集委員と職員の協働を発展させると同時
に、職員による記事とあわせ、幅広い内容の誌
面づくりに取り組む。

メールマガジン：毎月１回配信。開封率の向上
のため、内容に工夫を重ねる。

インスタグラム：視覚的な発信に努め、若者へ
のアプローチを模索する。

小学校での国際理解講座：引き続き、ボランティ
アの協力を得て内容の改善に取り組む。

1、サポーターとのコミュニケーション

　新パンフレットを積極的に活用し、新規の
サポーター募集に努める。
　ホームページの改訂に取り組み、初めての
方にとってわかりやすい発信に努める。
　近隣地域のイベントに参加し、新規の人と
の接点を作る活動も引き続き積極的に行う。

２、団体広報
　～ＡＨＩを知る・体験する機会の提供

会報編集委員が企画した会報の誌面

ボランティアに興味がある人とのマッチングイベント小学校での国際理解講座

研修生との交流イベント
ともに「未来」について考えた

中期全体方針に基づく2023年度の活動 アジア各国、日本国内いずれの状況も変化してい
ることから、内容の再編に取り組んだ。世界の状
況から自分の身近なところまで、誰もが取り残さ
れることがない社会をめざして、体験型の学習を
ボランティアとともに考え、実施した。

国際研修の参加者との交流会「未来予想図」：
2023年9月24日　参加者：25名
　日本に暮らす多様な高校生や若い世代の人達
が、研修生とめざしたい社会について考え話し合った。

オープンボランティアデー：2024年1月27日
参加者：7名
　AHIに気軽に訪問し、ボランティアの体験がで
きる機会をつくった。

２、団体広報
～ＡＨＩを知る・体験する機会の提供

新パンフレットの作成
　理念や事業の方向性を再定義し、それに伴い活
動の重点を変えてきたことから新しい団体紹介の
印刷物が必要となっていた。これを作成した。

活動紹介「初めて始めて講座」：原則月に１回開催
　学生やボランティア活動に関心を持つ人たちを
対象に、ワークショップを交えながら、AHIの目
指している社会やそのための活動、ボランティア
活動の機会を紹介した。計39名参加。

外部団体主催のイベントへの出展
　新たな人との接点を求めて、外部団体主催のボ
ランティアマッチングイベントなどに参加、出展
した。（ぼらマッチ！、国際協力カレッジ等）

3年後の目標

　�団体広報のツールが整い、機能している。近隣地
域での認知度が高まりの他団体との協働が具体化
している
2023年度の目標

　団体広報の媒体が最低限整う。外部団体によるイ
ベントに出展し、認知度を高める

１、サポーターリレーションズ
～コミュニケーション＆リ・コネクト

事業計画書の発行：2023年4月
会報「アジアの健康」の発行：年に2回
夏号（2023年9月）　冬号（2024年2月）
　各3100部。

メールマガジン：2023年9月以降月１回配信
　支援者をはじめ、参加者・ボランティアとして活
動に参加し一度接点を持った人たちに、そのとき
どきのAHIの動きを伝え、継続的な関わりを促した。

SNSの活用：
　ブログ、Facebookを随時利用し、AHIからの
お知らせを発信した。

❶報告および情報提供
3年後の目標

　�情報の質を高め、多様な広報媒体（会報、WEB
サイト、FB、メルマガ、インスタ等）を用いて
効果的に情報発信がなされている
2023年度の目標

　既存媒体のあり方が見直され、発信の仕方が改善
される

会報編集委員：
　編集委員ボランティアが企画、取材、執筆を担
い、サポーターの視点から活動を伝えることに努
めた。

小学校での国際理解講座（出前講座）：計4校
　日進市の委託事業として開始して10年が経ち、

❷サポーターとの協働
3年後の目標

　�サポーター間の交流や職員との関係が活性化され、
協働が強まっている。「誰もが尊重され、健康に
暮らせる社会」というAHIのビジョン、および
それを実現するために「行動する人を育む」とい
うミッションについて考え、共に活動する場が設
けられている
2023年度の目標

　サポーターとの関係が再構築され、委員会等によ
る協働が再開される
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参加型で持続的な組織をめざし、長期的視点をもって財源管理と
人材育成を行い、そのための体制や環境を整備・改善する

組織基盤を強化する重点方針 3

中期全体方針に基づく2023年度の活動

3年後の目標

　1）�理事会と事務局との間に協働を通した学び合
う関係が築かれている

　2）�事務局内の人材が育成される。目標を共有し
学び合い成長し合う関係が築かれ、モチベー
ション高く働く環境が整っている

　3）�事務局およびサポーターが、安心・安全に活
動する環境が整っている

　組織体制を改革し、従来の2部門制から、各重
点方針を担当する３部門（ラーニング事業部門、
広報・コミュニケーション部門、法人運営部門）
を設置した。これにより各部門の役割の明確化を
はかるとともに、部門間の連携促進に努めた。ま
た事務局規程を策定し、事務局長および部門長の
役割と責任について明確化した。

２、事務局体制づくり・環境整備

❶賛助会員募集・募金活動

賛助会員現勢　2024年3月末現在
＊�賛助会員総数2024名（内 ひとつかみサポーター

188名）前年度比130名減
＊寄付者総数525名　前年度比８名減
会費・寄付金実績　2024年3月末現在
＊会費収入実績　計11,382,240円　
　前年度比496,050円減
＊�寄付金収入実績　計21,235,663円
　（内　クリスマス・お正月募金12,556,874円）　
　前年度比16,712,313円減
＊支援者・資金獲得のための働きかけ
　古本・切手等の寄付（ギフトリレー）　
　374,974円（148件）

３、財政基盤強化

　2023年度末現在、理事９名、監事2名、評議
員10名。上記目標のもと、各理事がもつ経験や
視点がより活かされ、事務局職員とは異なる立場
で議論を交わす場となることをめざし、密な意思
疎通と情報共有に努めた。理事会前に準備会を開
催し、理事数名と職員とで議題や進め方を検討す
るといったとりくみを開始したのはその一例であ
る。また、アジア地域以外の保健・人権課題に関
する賛同署名の可否について議論し、AHIの使命
を確認した。業務権限規程の策定も行った。
＊理事会　�計５回（6/9、7/4、9/7、12/14、

2024年3/5）
＊評議員会　計２回（6/29、2024年3/21）

１、理事会・評議員会

2024年度の重点的取り組み

　2024年6月より、理事・監事・評議員が新
任期となる。新役員6名を加えた体制づくりと
同時に、理事会と事務局とのさらなる連携を促す。

　2024年度初めに採用した職員2名を加え、
部門内および部門を超えたチームづくりと育成
に力を入れる。また安心・安全な労働環境整備
に努める。

1、理事会　新体制づくりと事務局との
情報共有促進

２、事務局体制づくり・環境整備

　賛助会員・寄付者の減少が続く中、将来的
な財政基盤の強化は一層大きな課題である。
遺贈への社会的関心の高まりをうけて行って
いた「想いを伝える遺言書講座」の再開、ま
た若い世代にアプローチし長期的な財政支援
につなげる方策を立て、実施する。

３、財政強化

　寄付者数、会員数ともに漸減傾向に
あり、経常収益の柱である受取寄付金
と賛助会員受取会費は減少しました。
しかし研修生の招聘の再開や新たに協
働事業等を開催するために必要な費用
は特定資産から振替えて、それらを実
施しました。これに伴って、経常費用
も増加しています。また、ドル高のた
め為替評価益、株式の時価を反映した
時価評価益を計上しました。
　年度末の資産も為替や日本の株高の
ため増加しましたが、あくまで評価益で、
将来評価損を計上するリスクもあると
認識しています。

　引き続き、国際研修、協働事業、国
内事業を開催するために必要な費用を
予算化しています。このため特定資産
からの振替額を増やす予算としました。
2023年度、新たに職員を採用したので、
そのための人件費も計上しました。

決算報告
2023年度決算 2024年度予算

（単位：円）

科科　　　　　　　　目目 22002233年年度度度度 22002222年年度度 増増減減 概概要要 22002244年年度度予予算算

ⅠⅠ    一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

   1. 経常増減の部

     (1)経常収益

          基本財産運用益 3,788,642 3,728,642 60,000 基本財産の国債の利金（利子）と株式の配当金 3,788,642

          特定資産受取利息 1,702,131 1,850,811 ▲ 148,680 特定資産の国債の利金（利子）と定期等の利息 1,800,000

          賛助会員受取会費 11,382,240 11,878,290 ▲ 496,050 期末賛助会員数2024名（前年度末2,154名） 12,000,000

          事業収益 49,997 293,891 ▲ 243,894 学校への講座提供協力費 4,000

          受取寄付金 14,474,389 18,235,465 ▲ 3,761,076 寄付者525名（前年度532名） 15,000,000

          受取寄付金振替額 4,955,071 239,421 4,715,650 指定正味財産（特定資産）から国際研修等実施費用を振替 20,000,000

          雑収益 12,010,636 6,691,175 5,319,461 特定資産のうち一般正味財産のドル資産の評価益 100,000

        経常収益計 48,363,106 42,917,695 5,445,411 52,692,642

     (2)経常費用

          事業費 事業経費（管理費との共通費用は94：6の比率で按分）

            給料手当 22,943,610 23,048,600 ▲ 104,990 26,404,969

　　　　　　人材派遣料 2,443,671 1,221,422 1,222,249 2,607,842

            退職給付費用 1,034,000 1,224,560 ▲ 190,560 中小企業退職金共済制度の掛金 1,218,240

            福利厚生費 3,408,840 4,072,447 ▲ 663,607 社会保険料の法人負担分 4,030,974

            旅費交通費 3,581,984 753,005 2,828,979 国際研修参加者航空券増加、国内外出張費、職員通勤費 3,313,370

            通信運搬費 1,311,639 1,980,276 ▲ 668,637 郵送料（会報発行減少）、電話代 1,728,660

            減価償却費 4,465,527 4,465,984 ▲ 457 建物、構築物、ソフトウェア等の償却費 4,700,000

            消耗品費 426,796 1,387,748 ▲ 960,952 文房具、紙（2022年度じゅうたんカーテン更新） 648,130

            修繕費 1,460,452 1,028,860 431,592 PCメンテナンス、エレベーター点検、樹木伐採増加 1,128,000

            印刷製本費 1,482,688 2,909,999 ▲ 1,427,311 印刷（会報発行減少）、コピー代 1,353,130

　　　　　　水道光熱費 780,734 862,011 ▲ 81,277 電気、ガス、水道、灯油 846,000

            賃借料 182,368 175,617 6,751 リース代、会場使用料 735,644

            保険料 256,804 186,131 70,673 ＮＰＯ活動保険、火災保険、自動車保険等、研修保険増 272,600

            諸謝金 33,000 189,270 ▲ 156,270 ホームページメンテナンス等（2022年度システム改修） 521,700

            租税公課 88,264 42,676 45,588 自動車税、重量税 42,676

            支払負担金 97,000 140,500 ▲ 43,500 加盟団体会費、研修参加費 84,600

　　　　　　研修生生活費 439,453 0 439,453 国際研修参加者の食費、生活費 380,000

　　　　　　海外研修直接送金 1,767,564 122,737 1,644,827 アジア各国で行う研修等（インド協働事業） 3,720,000

　　　　　　会議費 1,454 0 1,454 8,460

            為替差損 0 104,752 ▲ 104,752 （2022年度両替差損） 0

            雑費 694,877 602,282 92,595 引落、送金手数料、研修受講費 850,230

          事業費計 46,900,725 44,518,877 2,381,848 54,595,225

          管理費 法人運営費（事業費との共通費用は4：96の比率で按分）

            給料手当 1,464,487 1,471,187 ▲ 6,700 1,685,424

　　　　　　人材派遣料 155,979 77,964 78,015 0

            退職給付費用 66,000 79,440 ▲ 13,440 77,760

            福利厚生費 217,585 256,653 ▲ 39,068 257,296

            旅費交通費 59,160 43,183 15,977 211,491

            通信運搬費 11,221 9,689 1,532 110,340

            減価償却費 285,034 285,063 ▲ 29 300,000

            消耗品費 5,964 62,205 ▲ 56,241 41,370

            修繕費 92,941 65,620 27,321 72,000

            印刷製本費 20,402 17,569 2,833 86,370

　　　　　　水道光熱費 49,771 54,896 ▲ 5,125 54,000

            賃借料 10,308 10,279 29 46,956

            保険料 11,186 11,880 ▲ 694 17,400

            諸謝金 0 0 0 33,300

　　　　　　租税公課 2,736 2,724 12 2,724

　　　　　　支払負担金 5,400

　　　　　　会議費 714 339 375 540

            雑費 709 465 244 54,270

          管理費計 2,454,197 2,449,156 5,041 3,056,641

        経常費用計 49,354,922 46,968,033 2,386,889 57,651,866

          評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

   2. 経常外増減の部

     (1)経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0

     (2)経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          一般正味財産期首残高 331,083,282 335,133,620 ▲ 4,050,338 335,161,566

          一般正味財産期末残高 330,091,466 331,083,282 ▲ 991,816 330,202,342

ⅡⅡ    指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

          特定資産受取利息 4,633,239 247,217 4,386,022 特定資産のうちドル建定期の利息（為替評価要因） 247,217

          受取寄付金 6,761,274 19,712,511 ▲ 12,951,237 人材育成資金 15,000,000

          一般正味財産への振替額 ▲ 4,955,071 ▲ 239,421 ▲ 4,715,650 経常収益へ振替（国際研修、協働事業等の費用相当額） ▲ 20,000,000

          基本財産評価損益等 11,070,000 9,750,000 1,320,000 株式（Jフロントリテイリング株式会社）の時価評価差損益 0

          特定資産評価損益等 16,337,409 10,136,867 6,200,542 流動資産、特定資産のうち指定正味財産のドル資産の評価損益 0

          当期指定正味財産増減額 33,846,851 39,607,174 ▲ 5,760,323 ▲ 4,752,783

          指定正味財産期首残高 593,048,882 553,441,708 39,607,174 606,201,023

          指定正味財産期末残高 626,895,733 593,048,882 33,846,851 601,448,240

ⅢⅢ    正正味味財財産産期期末末残残高高 956,987,199 924,132,164 32,855,035 931,650,582

正正味味財財産産増増減減計計算算書書（（22002233年年44月月11日日かからら22002244年年33月月  3311日日  ままでで））

（単位：円）

科　　　　目 2023年度度 2022年度 増減 概要 2024年度予算

ⅠⅠ    一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

   1. 経常増減の部

     (1)経常収益

          基本財産運用益 3,788,642 3,728,642 60,000 基本財産の国債の利金（利子）と株式の配当金 3,788,642

          特定資産受取利息 1,702,131 1,850,811 ▲ 148,680 特定資産の国債の利金（利子）と定期等の利息 1,800,000

          賛助会員受取会費 11,382,240 11,878,290 ▲ 496,050 期末賛助会員数2024名（前年度末2,154名） 12,000,000

          事業収益 49,997 293,891 ▲ 243,894 学校への講座提供協力費 4,000

          受取寄付金 14,474,389 18,235,465 ▲ 3,761,076 寄付者525名（前年度532名） 15,000,000

          受取寄付金振替額 4,955,071 239,421 4,715,650 指定正味財産（特定資産）から国際研修等実施費用を振替 20,000,000

          雑収益 12,010,636 6,691,175 5,319,461 特定資産のうち一般正味財産のドル資産の評価益 100,000

        経常収益計 48,363,106 42,917,695 5,445,411 52,692,642

     (2)経常費用

          事業費 事業経費（管理費との共通費用は94：6の比率で按分）

            給料手当 22,943,610 23,048,600 ▲ 104,990 26,404,969

　　　　　　人材派遣料 2,443,671 1,221,422 1,222,249 2,607,842

            退職給付費用 1,034,000 1,224,560 ▲ 190,560 中小企業退職金共済制度の掛金 1,218,240

            福利厚生費 3,408,840 4,072,447 ▲ 663,607 社会保険料の法人負担分 4,030,974

            旅費交通費 3,581,984 753,005 2,828,979 国際研修参加者航空券増加、国内外出張費、職員通勤費 3,313,370

            通信運搬費 1,311,639 1,980,276 ▲ 668,637 郵送料（会報発行減少）、電話代 1,728,660

            減価償却費 4,465,527 4,465,984 ▲ 457 建物、構築物、ソフトウェア等の償却費 4,700,000

            消耗品費 426,796 1,387,748 ▲ 960,952 文房具、紙（2022年度じゅうたんカーテン更新） 648,130

            修繕費 1,460,452 1,028,860 431,592 PCメンテナンス、エレベーター点検、樹木伐採増加 1,128,000

            印刷製本費 1,482,688 2,909,999 ▲ 1,427,311 印刷（会報発行減少）、コピー代 1,353,130

　　　　　　水道光熱費 780,734 862,011 ▲ 81,277 電気、ガス、水道、灯油 846,000

            賃借料 182,368 175,617 6,751 リース代、会場使用料 735,644

            保険料 256,804 186,131 70,673 ＮＰＯ活動保険、火災保険、自動車保険等、研修保険増 272,600

            諸謝金 33,000 189,270 ▲ 156,270 ホームページメンテナンス等（2022年度システム改修） 521,700

            租税公課 88,264 42,676 45,588 自動車税、重量税 42,676

            支払負担金 97,000 140,500 ▲ 43,500 加盟団体会費、研修参加費 84,600

　　　　　　研修生生活費 439,453 0 439,453 国際研修参加者の食費、生活費 380,000

　　　　　　海外研修直接送金 1,767,564 122,737 1,644,827 アジア各国で行う研修等（インド協働事業） 3,720,000

　　　　　　会議費 1,454 0 1,454 8,460

            為替差損 0 104,752 ▲ 104,752 （2022年度両替差損） 0

            雑費 694,877 602,282 92,595 引落、送金手数料、研修受講費 850,230

          事業費計 46,900,725 44,518,877 2,381,848 54,595,225

          管理費 法人運営費（事業費との共通費用は4：96の比率で按分）

            給料手当 1,464,487 1,471,187 ▲ 6,700 1,685,424

　　　　　　人材派遣料 155,979 77,964 78,015 0

            退職給付費用 66,000 79,440 ▲ 13,440 77,760

            福利厚生費 217,585 256,653 ▲ 39,068 257,296

            旅費交通費 59,160 43,183 15,977 211,491

            通信運搬費 11,221 9,689 1,532 110,340

            減価償却費 285,034 285,063 ▲ 29 300,000

            消耗品費 5,964 62,205 ▲ 56,241 41,370

            修繕費 92,941 65,620 27,321 72,000

            印刷製本費 20,402 17,569 2,833 86,370

　　　　　　水道光熱費 49,771 54,896 ▲ 5,125 54,000

            賃借料 10,308 10,279 29 46,956

            保険料 11,186 11,880 ▲ 694 17,400

            諸謝金 0 0 0 33,300

　　　　　　租税公課 2,736 2,724 12 2,724

　　　　　　支払負担金 5,400

　　　　　　会議費 714 339 375 540

            雑費 709 465 244 54,270

          管理費計 2,454,197 2,449,156 5,041 3,056,641

        経常費用計 49,354,922 46,968,033 2,386,889 57,651,866

          評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

   2. 経常外増減の部

     (1)経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0

     (2)経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          一般正味財産期首残高 331,083,282 335,133,620 ▲ 4,050,338 335,161,566

          一般正味財産期末残高 330,091,466 331,083,282 ▲ 991,816 330,202,342

ⅡⅡ    指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

          特定資産受取利息 4,633,239 247,217 4,386,022 特定資産のうちドル建定期の利息（為替評価要因） 247,217

          受取寄付金 6,761,274 19,712,511 ▲ 12,951,237 人材育成資金 15,000,000

          一般正味財産への振替額 ▲ 4,955,071 ▲ 239,421 ▲ 4,715,650 経常収益へ振替（国際研修、協働事業等の費用相当額） ▲ 20,000,000

          基本財産評価損益等 11,070,000 9,750,000 1,320,000 株式（Jフロントリテイリング株式会社）の時価評価差損益 0

          特定資産評価損益等 16,337,409 10,136,867 6,200,542 流動資産、特定資産のうち指定正味財産のドル資産の評価損益 0

          当期指定正味財産増減額 33,846,851 39,607,174 ▲ 5,760,323 ▲ 4,752,783

          指定正味財産期首残高 593,048,882 553,441,708 39,607,174 606,201,023

          指定正味財産期末残高 626,895,733 593,048,882 33,846,851 601,448,240

ⅢⅢ    正正味味財財産産期期末末残残高高 956,987,199 924,132,164 32,855,035 931,650,582

正正味味財財産産増増減減計計算算書書（（22002233年年44月月11日日かからら22002244年年33月月  3311日日  ままでで））

正味財産増減計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで）
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アジア保健研修所

（単位：円）

科科　　　　　　　　目目 22002233年年度度度度 22002222年年度度 増増減減 概概要要 22002244年年度度予予算算

ⅠⅠ    一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

   1. 経常増減の部

     (1)経常収益

          基本財産運用益 3,788,642 3,728,642 60,000 基本財産の国債の利金（利子）と株式の配当金 3,788,642

          特定資産受取利息 1,702,131 1,850,811 ▲ 148,680 特定資産の国債の利金（利子）と定期等の利息 1,800,000

          賛助会員受取会費 11,382,240 11,878,290 ▲ 496,050 期末賛助会員数2024名（前年度末2,154名） 12,000,000

          事業収益 49,997 293,891 ▲ 243,894 学校への講座提供協力費 4,000

          受取寄付金 14,474,389 18,235,465 ▲ 3,761,076 寄付者525名（前年度532名） 15,000,000

          受取寄付金振替額 4,955,071 239,421 4,715,650 指定正味財産（特定資産）から国際研修等実施費用を振替 20,000,000

          雑収益 12,010,636 6,691,175 5,319,461 特定資産のうち一般正味財産のドル資産の評価益 100,000

        経常収益計 48,363,106 42,917,695 5,445,411 52,692,642

     (2)経常費用

          事業費 事業経費（管理費との共通費用は94：6の比率で按分）

            給料手当 22,943,610 23,048,600 ▲ 104,990 26,404,969

　　　　　　人材派遣料 2,443,671 1,221,422 1,222,249 2,607,842

            退職給付費用 1,034,000 1,224,560 ▲ 190,560 中小企業退職金共済制度の掛金 1,218,240

            福利厚生費 3,408,840 4,072,447 ▲ 663,607 社会保険料の法人負担分 4,030,974

            旅費交通費 3,581,984 753,005 2,828,979 国際研修参加者航空券増加、国内外出張費、職員通勤費 3,313,370

            通信運搬費 1,311,639 1,980,276 ▲ 668,637 郵送料（会報発行減少）、電話代 1,728,660

            減価償却費 4,465,527 4,465,984 ▲ 457 建物、構築物、ソフトウェア等の償却費 4,700,000

            消耗品費 426,796 1,387,748 ▲ 960,952 文房具、紙（2022年度じゅうたんカーテン更新） 648,130

            修繕費 1,460,452 1,028,860 431,592 PCメンテナンス、エレベーター点検、樹木伐採増加 1,128,000

            印刷製本費 1,482,688 2,909,999 ▲ 1,427,311 印刷（会報発行減少）、コピー代 1,353,130

　　　　　　水道光熱費 780,734 862,011 ▲ 81,277 電気、ガス、水道、灯油 846,000

            賃借料 182,368 175,617 6,751 リース代、会場使用料 735,644

            保険料 256,804 186,131 70,673 ＮＰＯ活動保険、火災保険、自動車保険等、研修保険増 272,600

            諸謝金 33,000 189,270 ▲ 156,270 ホームページメンテナンス等（2022年度システム改修） 521,700

            租税公課 88,264 42,676 45,588 自動車税、重量税 42,676

            支払負担金 97,000 140,500 ▲ 43,500 加盟団体会費、研修参加費 84,600

　　　　　　研修生生活費 439,453 0 439,453 国際研修参加者の食費、生活費 380,000

　　　　　　海外研修直接送金 1,767,564 122,737 1,644,827 アジア各国で行う研修等（インド協働事業） 3,720,000

　　　　　　会議費 1,454 0 1,454 8,460

            為替差損 0 104,752 ▲ 104,752 （2022年度両替差損） 0

            雑費 694,877 602,282 92,595 引落、送金手数料、研修受講費 850,230

          事業費計 46,900,725 44,518,877 2,381,848 54,595,225

          管理費 法人運営費（事業費との共通費用は4：96の比率で按分）

            給料手当 1,464,487 1,471,187 ▲ 6,700 1,685,424

　　　　　　人材派遣料 155,979 77,964 78,015 0

            退職給付費用 66,000 79,440 ▲ 13,440 77,760

            福利厚生費 217,585 256,653 ▲ 39,068 257,296

            旅費交通費 59,160 43,183 15,977 211,491

            通信運搬費 11,221 9,689 1,532 110,340

            減価償却費 285,034 285,063 ▲ 29 300,000

            消耗品費 5,964 62,205 ▲ 56,241 41,370

            修繕費 92,941 65,620 27,321 72,000

            印刷製本費 20,402 17,569 2,833 86,370

　　　　　　水道光熱費 49,771 54,896 ▲ 5,125 54,000

            賃借料 10,308 10,279 29 46,956

            保険料 11,186 11,880 ▲ 694 17,400

            諸謝金 0 0 0 33,300

　　　　　　租税公課 2,736 2,724 12 2,724

　　　　　　支払負担金 5,400

　　　　　　会議費 714 339 375 540

            雑費 709 465 244 54,270

          管理費計 2,454,197 2,449,156 5,041 3,056,641

        経常費用計 49,354,922 46,968,033 2,386,889 57,651,866

          評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

   2. 経常外増減の部

     (1)経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0

     (2)経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          一般正味財産期首残高 331,083,282 335,133,620 ▲ 4,050,338 335,161,566

          一般正味財産期末残高 330,091,466 331,083,282 ▲ 991,816 330,202,342

ⅡⅡ    指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

          特定資産受取利息 4,633,239 247,217 4,386,022 特定資産のうちドル建定期の利息（為替評価要因） 247,217

          受取寄付金 6,761,274 19,712,511 ▲ 12,951,237 人材育成資金 15,000,000

          一般正味財産への振替額 ▲ 4,955,071 ▲ 239,421 ▲ 4,715,650 経常収益へ振替（国際研修、協働事業等の費用相当額） ▲ 20,000,000

          基本財産評価損益等 11,070,000 9,750,000 1,320,000 株式（Jフロントリテイリング株式会社）の時価評価差損益 0

          特定資産評価損益等 16,337,409 10,136,867 6,200,542 流動資産、特定資産のうち指定正味財産のドル資産の評価損益 0

          当期指定正味財産増減額 33,846,851 39,607,174 ▲ 5,760,323 ▲ 4,752,783

          指定正味財産期首残高 593,048,882 553,441,708 39,607,174 606,201,023

          指定正味財産期末残高 626,895,733 593,048,882 33,846,851 601,448,240

ⅢⅢ    正正味味財財産産期期末末残残高高 956,987,199 924,132,164 32,855,035 931,650,582

正正味味財財産産増増減減計計算算書書（（22002233年年44月月11日日かからら22002244年年33月月  3311日日  ままでで））

（単位：円）

科　　　　目 2023年度度 2022年度 増減 概要 2024年度予算

ⅠⅠ    一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部

   1. 経常増減の部

     (1)経常収益

          基本財産運用益 3,788,642 3,728,642 60,000 基本財産の国債の利金（利子）と株式の配当金 3,788,642

          特定資産受取利息 1,702,131 1,850,811 ▲ 148,680 特定資産の国債の利金（利子）と定期等の利息 1,800,000

          賛助会員受取会費 11,382,240 11,878,290 ▲ 496,050 期末賛助会員数2024名（前年度末2,154名） 12,000,000

          事業収益 49,997 293,891 ▲ 243,894 学校への講座提供協力費 4,000

          受取寄付金 14,474,389 18,235,465 ▲ 3,761,076 寄付者525名（前年度532名） 15,000,000

          受取寄付金振替額 4,955,071 239,421 4,715,650 指定正味財産（特定資産）から国際研修等実施費用を振替 20,000,000

          雑収益 12,010,636 6,691,175 5,319,461 特定資産のうち一般正味財産のドル資産の評価益 100,000

        経常収益計 48,363,106 42,917,695 5,445,411 52,692,642

     (2)経常費用

          事業費 事業経費（管理費との共通費用は94：6の比率で按分）

            給料手当 22,943,610 23,048,600 ▲ 104,990 26,404,969

　　　　　　人材派遣料 2,443,671 1,221,422 1,222,249 2,607,842

            退職給付費用 1,034,000 1,224,560 ▲ 190,560 中小企業退職金共済制度の掛金 1,218,240

            福利厚生費 3,408,840 4,072,447 ▲ 663,607 社会保険料の法人負担分 4,030,974

            旅費交通費 3,581,984 753,005 2,828,979 国際研修参加者航空券増加、国内外出張費、職員通勤費 3,313,370

            通信運搬費 1,311,639 1,980,276 ▲ 668,637 郵送料（会報発行減少）、電話代 1,728,660

            減価償却費 4,465,527 4,465,984 ▲ 457 建物、構築物、ソフトウェア等の償却費 4,700,000

            消耗品費 426,796 1,387,748 ▲ 960,952 文房具、紙（2022年度じゅうたんカーテン更新） 648,130

            修繕費 1,460,452 1,028,860 431,592 PCメンテナンス、エレベーター点検、樹木伐採増加 1,128,000

            印刷製本費 1,482,688 2,909,999 ▲ 1,427,311 印刷（会報発行減少）、コピー代 1,353,130

　　　　　　水道光熱費 780,734 862,011 ▲ 81,277 電気、ガス、水道、灯油 846,000

            賃借料 182,368 175,617 6,751 リース代、会場使用料 735,644

            保険料 256,804 186,131 70,673 ＮＰＯ活動保険、火災保険、自動車保険等、研修保険増 272,600

            諸謝金 33,000 189,270 ▲ 156,270 ホームページメンテナンス等（2022年度システム改修） 521,700

            租税公課 88,264 42,676 45,588 自動車税、重量税 42,676

            支払負担金 97,000 140,500 ▲ 43,500 加盟団体会費、研修参加費 84,600

　　　　　　研修生生活費 439,453 0 439,453 国際研修参加者の食費、生活費 380,000

　　　　　　海外研修直接送金 1,767,564 122,737 1,644,827 アジア各国で行う研修等（インド協働事業） 3,720,000

　　　　　　会議費 1,454 0 1,454 8,460

            為替差損 0 104,752 ▲ 104,752 （2022年度両替差損） 0

            雑費 694,877 602,282 92,595 引落、送金手数料、研修受講費 850,230

          事業費計 46,900,725 44,518,877 2,381,848 54,595,225

          管理費 法人運営費（事業費との共通費用は4：96の比率で按分）

            給料手当 1,464,487 1,471,187 ▲ 6,700 1,685,424

　　　　　　人材派遣料 155,979 77,964 78,015 0

            退職給付費用 66,000 79,440 ▲ 13,440 77,760

            福利厚生費 217,585 256,653 ▲ 39,068 257,296

            旅費交通費 59,160 43,183 15,977 211,491

            通信運搬費 11,221 9,689 1,532 110,340

            減価償却費 285,034 285,063 ▲ 29 300,000

            消耗品費 5,964 62,205 ▲ 56,241 41,370

            修繕費 92,941 65,620 27,321 72,000

            印刷製本費 20,402 17,569 2,833 86,370

　　　　　　水道光熱費 49,771 54,896 ▲ 5,125 54,000

            賃借料 10,308 10,279 29 46,956

            保険料 11,186 11,880 ▲ 694 17,400

            諸謝金 0 0 0 33,300

　　　　　　租税公課 2,736 2,724 12 2,724

　　　　　　支払負担金 5,400

　　　　　　会議費 714 339 375 540

            雑費 709 465 244 54,270

          管理費計 2,454,197 2,449,156 5,041 3,056,641

        経常費用計 49,354,922 46,968,033 2,386,889 57,651,866

          評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期経常増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

   2. 経常外増減の部

     (1)経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0

     (2)経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0

          税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          当期一般正味財産増減額 ▲ 991,816 ▲ 4,050,338 3,058,522 ▲ 4,959,224

          一般正味財産期首残高 331,083,282 335,133,620 ▲ 4,050,338 335,161,566

          一般正味財産期末残高 330,091,466 331,083,282 ▲ 991,816 330,202,342

ⅡⅡ    指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部

          特定資産受取利息 4,633,239 247,217 4,386,022 特定資産のうちドル建定期の利息（為替評価要因） 247,217

          受取寄付金 6,761,274 19,712,511 ▲ 12,951,237 人材育成資金 15,000,000

          一般正味財産への振替額 ▲ 4,955,071 ▲ 239,421 ▲ 4,715,650 経常収益へ振替（国際研修、協働事業等の費用相当額） ▲ 20,000,000

          基本財産評価損益等 11,070,000 9,750,000 1,320,000 株式（Jフロントリテイリング株式会社）の時価評価差損益 0

          特定資産評価損益等 16,337,409 10,136,867 6,200,542 流動資産、特定資産のうち指定正味財産のドル資産の評価損益 0

          当期指定正味財産増減額 33,846,851 39,607,174 ▲ 5,760,323 ▲ 4,752,783

          指定正味財産期首残高 593,048,882 553,441,708 39,607,174 606,201,023

          指定正味財産期末残高 626,895,733 593,048,882 33,846,851 601,448,240

ⅢⅢ    正正味味財財産産期期末末残残高高 956,987,199 924,132,164 32,855,035 931,650,582

正正味味財財産産増増減減計計算算書書（（22002233年年44月月11日日かからら22002244年年33月月  3311日日  ままでで））

貸借対照表（2024年3月31日現在）
（単位：円）

科　　　　目 2023年度末 2022年度末 増減 概要

Ⅰ  資産の部

   1. 流動資産

          現金預金 22,193,846 23,699,745 ▲ 1,505,899 事業活動に伴う運転資金（円、ドル）

          貯蔵品 192,600 198,000 ▲ 5,400 書籍の年度末在庫

          前払費用 34,830 0 34,830 交通系電子マネーの年度末残高

        流動資産合計 22,421,276 23,897,745 ▲ 1,476,469

   2. 固定資産

     (1)基本財産

          土地 48,312,650 48,312,650 0 AHI所有土地の簿価

          投資有価証券 233,230,000 222,160,000 11,070,000 保有株式（Jフロントリテイリング）の年度末時価

        基本財産合計 281,542,650 270,472,650 11,070,000

     (2)特定資産

          人材育成資金 327,737,400 307,432,964 20,304,436 人材育成資金

          会館新築積立資金 149,075,280 143,514,973 5,560,307 会館新築の資金（資産取得資金）

          退職給付引当資産 2,112,058 2,112,058 0 退職給付積立資金

          国際ワークショップ積立資金 26,397,810 25,091,530 1,306,280 国際ワークショップ準備資金（特定費用準備資金）

          ３５周年記念募金 17,615,683 17,569,466 46,217 35周年記念次世代育成事業準備資金

          法人会計資金 39,387,378 39,387,340 38 法人会計資金

          国際研修準備資金 13,954,378 14,896,218 ▲ 941,840 国際研修準備資金（特定費用準備資金）

        特定資産合計 576,279,987 550,004,549 26,275,438

     (3)その他固定資産

          建物 59,735,720 62,198,384 ▲ 2,462,664 年度末簿価

          車両運搬具 1 1 0 年度末簿価

          什器備品 2,559,048 345,570 2,213,478 年度末簿価（宿泊施設の空調更新）

          構築物 5 5 0 年度末簿価

          建物付属設備 13,132,195 14,838,026 ▲ 1,705,831 年度末簿価

          電話加入権 214,800 214,800 0 年度末簿価

          投資有価証券 3,650,865 4,107,223 ▲ 456,358 債券の取得価額と額面との差額を資産計上し償却

          ソフトウエア 53,424 373,968 ▲ 320,544 年度末簿価

        その他固定資産合計 79,346,058 82,077,977 ▲ 2,731,919

        固定資産合計 937,168,695 902,555,176 34,613,519

        資産合計 959,589,971 926,452,921 33,137,050

Ⅱ  負債の部

   1. 流動負債

          預り金 490,714 208,699 282,015 健康保険料、厚生年金掛金の次年度納付分

        流動負債合計 490,714 208,699 282,015

   2. 固定負債

          退職給付引当金 2,112,058 2,112,058 0 2005年度以前の引当分

        固定負債合計 2,112,058 2,112,058 0

        負債合計 2,602,772 2,320,757 282,015

Ⅲ  正味財産の部

   1. 指定正味財産

          寄付金 365,728,089 337,996,167 27,731,922 寄付金として受け取った指定正味財産

          一般正味財産への振替額 ▲ 20,375,006 ▲ 15,419,935 ▲ 4,955,071 指定正味財産から一般正味財産への振替額

          受贈土地 48,312,650 48,312,650 0 基本財産の土地

          受贈投資有価証券 233,230,000 222,160,000 11,070,000 基本財産の投資有価証券

        指定正味財産合計 626,895,733 593,048,882 33,846,851

        (うち基本財産への充当額) （281,542,650） （270,472,650） （11,070,000）

        (うち特定資産への充当額) （345,353,083） （322,576,232） （22,776,851）

   2. 一般正味財産 330,091,466 331,083,282 ▲ 991,816

        (うち特定資産への充当額) （228,814,846） （207,658,317） （21,156,529）

        正味財産合計 956,987,199 924,132,164 32,855,035

        負債及び正味財産合計 959,589,971 926,452,921 33,137,050

貸借対照表（2024年3月31日現在）



HP

※AHIは「公益財団法人」の認定を受けています。会費および寄付には、所得税、
法人税、相続税の優遇措置が適用されます。税額控除制度にも適応しており
　ます。確定申告時に領収書を税務署にご提出ください。詳細は事務局まで。

AHI事務局

AHI ニュース No.411 2024.8.1

任期 2024 年６月～ 2026年 6月
理事のの紹介

（50音順敬称略）

清水香子 (業務執行理事・事務局長 )　宇野正和　木村ひかる　関口明希　髙田弥生　林かぐみ　牧千都世

山下紗織　大熊優子 (非常勤 )　傍島聡子（非常勤）

職員

任期 2024 年６月～ 2028年 6月

井手宏　　龍田成人　中村隆　西田文乃　長谷部一夫　吹上康代　

村山盛芳　山田正行　尹成奎　ロバート・キサラ

評議員 任期 同左

稲垣正　　佐久間とう子　　山本明

監事

斎藤　尚文（理事長）
「参加型」研修に磨きをかけ続け、
これをアジア各地に伝えてきた
AHI を誇りに思っています。

太田　智恵子
親業訓練シニアインストラクター
として、聞く力、伝える力、対話
による問題解決力をつける事を大
切にしています。

岩本　和則（専務理事）
創設者、故・川原氏の所属する教
会の牧師を務めていました。
常に新しく自らの課題を探り続け
る AHI に期待しています。

金森　淑英
『何かを作る』のが好き！『子ど
もたちの学習、体験活動の支援』
がお仕事！ AHI のお金ではない
支援活動が♥です。

所　俊邦
AHI には、インターンでお世話に
なってから今もおつきあいが続い
ています。次は、理事として恩返
しできるように頑張ります！

林口　宏
AHI との出会いは約 25年前。
普段はフェアトレードに従事して
おり、毎日コーヒーを焙煎してい
ます。保護猫２匹と同居中。

山中　隆生
勤めがお向かいという縁で理事を
お受けして丸二年。コロナ明けと
ともに活動が見える形になりワク
ワクします。

坂本　真理子
AHI とのお付き合いはかなり昔か
らです。挑戦者でありつづけるこ
と、これが AHI の変わらぬ魅力
と思っています！

寺田　裕美
日進市にぎわい交流館で働いてい
ます。地域のNGOである AHI さ
んとともに、新たなチャレンジを
していきたいです。

三島　知斗世
AHI の歩みを皆さまと一緒に考え
る機会をいただけたことに感謝
し、様々なつながりづくりをして
いけたらと思っています。


